
（参考資料）「事務・事業の在り方に関する意見」の実施状況（一覧表）

（注）●は平成14年10月の意見とりまとめに際し所管省庁と合意に至らなかったもの。

社会保障

具体的措置 意見における実施時期 実施状況

【地域における保健・医療・福祉の一層の総合化の推進の観点からの具体的措置】

○　総合化等が可能な範囲の周知徹底 平成14年度中に実施 措置済み

○　総合化・統合化事例の集積と紹介 平成15年度中に実施 措置済み

○　教育・警察行政との連携・人事交流 逐次実施 逐次実施

○　児童虐待等についての市町村の役割の強化 平成17年度までを目途に検
討・結論

措置済み

〔幼保一元問題〕

○　事例の紹介、厚生労働・文部科学省間の協
　議の継続

逐次実施 逐次実施

●　幼稚園教諭・保育士の資格の一元化等 平成15年度中に検討・一定
の結論

措置済み

●　幼稚園・保育所の制度の一元化

　（保育所運営費負担金制度等の見直し）

継続的検討

　　　　　　　　　　→

認定こども園制度の
創設に向け、関連法
案を第164回国会に
提出
（一部措置済み）

【民間企業、NPO等の多様な主体の幅広い参画による共助社会の構築の観点からの具体的措置】

○　公設民営に関する周知 平成15年度に実施 措置済み

○　民間主体の一層の事業参入 逐次実施 逐次実施

○　保育所の公設民営の促進 措置済み 措置済み

○　公設民営型ケアハウスの整備促進 措置済み 措置済み

○　水道事業に関する業務委託 措置済み 措置済み

【必置規制的なものの全般的、経常的な検証と見直しの観点からの具体的措置】

〔行政組織に関する必置規制の見直し〕

○　児童相談所・児童福祉司を含めた児童福祉
　サービスの在り方についての検討

平成16年を目途に結論・検
討

措置済み（必置規制
の見直しには慎重な
検討が必要）

〔職員に関する必置規制の見直し〕

○　任用資格の在り方の見直し 平成18年度までを目途に実
施

検討中

○　社会福祉主事に係る規定の在り方の見直し 平成14年度を目途に検討・
結論、平成15年度を目途に
実施

措置済み

○　と畜検査員の在り方の見直し 平成15年を目途に実施 措置済み

●　保健所長の医師資格要件の廃止 平成14年度中に検討開始 一部措置済み

〔審議会等に関する必置規制の見直し〕

○　審議会等を目的別に区分の上、必置規制を
　全面的に見直し

平成16年から平成18年度ま
でを目途に段階的に実施

実施中（一部措置済
み）
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意見における実施時期 実施状況

平成15年度に実施 措置済み

平成14年度中に実施、継続
的検討

防災関係の義務付け
を一部緩和
特区で一定の対応

継続的検討 随時見直し

継続的検討 随時見直し

措置済み 措置済み

措置済み 措置済み

措置済み 措置済み

平成18年度までを目途に実
施

措置済み

平成18年度までを目途に実
施

措置予定

平成14年度中に実施 措置済み

平成15年度中に検討・結論 措置済み

措置済み 措置済み

平成18年度までを目途に実
施

検討中

平成18年度までを目途に検
討・結論

措置予定

平成14年度中に検討・結論 平成15年3月に基本
方針を決定、関連法
案を第164回国会に
提出

逐次実施 逐次実施

逐次実施 逐次実施

逐次実施 逐次実施

平成14年度中に検討・結論 措置済み

○　介護保険の運営実績を踏まえた国の関与の
　在り方の見直し

○　国民健康保険の保険者の在り方の見直し

【地方支分部局と地方の新たな関係の構築の観点からの具体的措置】

○　高齢者、障害者等地域性の強い施策にかか
　る職業紹介についての都道府県への開放

○　行政手続の地域での完結

○　雇用対策における積極的な情報交換等の推
　進

○　障害児の施設入所決定事務の市町村への移
　譲

○　知事資格の養成施設の指定等の権限の移譲

【社会保険分野における国・地方の関係に関する具体的措置】

〔地方がより主体的に事務事業を行うための国の関与の見直し〕

〔住民により身近な行政主体への権限の移譲〕

○　公立福祉施設の整備に対する負担規定の補
　助規定化

○　福祉事務所設置等の際の同意を要する協議
　の廃止

○　児童相談所の建築等に要する費用負担に関
　する同意を要する協議の廃止

○　市町村の判断のみで給付可能な補装具の種
　目の追加

●　保育所の調理施設の見直し

　（社会福祉施設整備費補助負担金の見直し）

○　国が全国的に保障するサービス水準の全般
　的・経常的見直し

○　知的障害者地域生活援助事業の開始に関す
　る厚生労働大臣の事前協議の廃止

○　医療法人の理事長要件の緩和

○　保育所に係る職員・施設基準の見直し

○　児童扶養手当に関する見直し

○　補助事業に係る統合等についての見直し

具体的措置

○　特別養護老人ホームのホテルコストの利用
　者負担

【知恵とアイディアの地域間競争を視野に入れた、国の関与の見直しによる地方の自主性・自立
性の強化の観点からの具体的措置】

〔国が設定している各種最低基準等の見直し〕
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教育・文化

意見における実施時期 実施状況

一部措置済み、継続的検討 一部措置済み

平成15年度中に検討・結論 意見集約済み・見直
しについて検討中

平成15年度中に検討・結論 意見集約済み・見直
しについて検討中

平成14年度から実施 平成14年度から実施
（今後とも実施）

平成14年度から実施 平成14年度から実施
（今後とも実施）

平成14年度から検討 平成15年12月に実施
（早ければ平成18年
度末までに実施）

平成15年度から実施 平成15年度に共済費
長期給付等、16年度
に退職手当等に要す
る経費を一般財源化

平成16年度、平成18年度ま
でを目途に見直し

一部措置済み（総額
裁量制の導入等）
検討中

継続的検討 国庫負担率を1/3に

平成15年度中に結論 検討中

平成14年度から実施 措置済み

①平成15・16年度から実施
（国立大学法人化に伴う見
直し）
②平成18年度から実施（公
務員制度改革に伴う見直
し）

①措置済み（国立学
校準拠制の廃止）
②平成18年度中に検
討・結論、平成20年
春に所要の制度改正

平成15年度から実施 平成15年度から実施
（今後とも実施）

平成14年度から検討し、手
続きの電子化の動向を踏ま
え見直し

一部措置済み、引き
続き検討中

継続的検討 平成18年度から実施
（今後とも実施）

平成16年度中に実施 実施中

【国・地方の役割分担に応じた財政的措置の在り方に関連する具体的措置】

●　高校生に対する育英奨学金事業への国の関
　与の見直し（※）

〔機動的、弾力的な教員の人事・給与体系の構築〕

○　円滑な人事交流を可能とする観点からの教
　員の給与体系の見直し

　（教員給与の一律優遇の見直し）

〔義務教育費国庫負担金の手続き簡素化に向けた検討〕

○　国庫負担制度の見直しに伴う事務手続きの
　抜本的な簡素化

○　事務手続きの一層の簡素合理化

○　事務手続きの電子化

【義務教育費国庫負担制度の見直しに関連する具体的措置】

○　市町村費による教職員配置

●　事務教育費国庫負担金の一般財源化等

○　客観的指標に基づく定額化、交付金化等国
　庫負担制度の見直し

○　負担対象経費の見直し

○　都道府県と政令指定都市間の県費負担教職
　員制度の見直し・学級編制の基準の設定権限
　の移譲

具体的措置

【初等中等教育に関する国の関与の在り方に関する具体的措置】

○　教育についての「評価と公開」等を踏まえ
　た学習指導要領の一層の見直し

○　弾力化の下での多様な教育活動の事例紹介

○　政令指定都市立の高等学校の設置認可の見
　直し

○　教科書採択地区の小規模化

○　中核市立の幼稚園の設置認可の見直し

○　基準の大綱化・弾力化の周知徹底

※　現在は合意に至っている。
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意見における実施時期 実施状況

措置済み 措置済み

平成14年3月に措置済み 措置済み（地域再生
について更に推進）

平成14年度から実施 平成14年度から実施
（今後とも実施）

平成15年度から実施 平成15年度から実施
（今後とも実施）

平成14年度中に実施 措置済み

継続的検討・実施 一部措置済み

逐次実施・継続的検討 検討中

継続的検討 一部措置済み（総額
裁量制の導入等）

○　組織や人員に関する国の義務付けの全般
　的、経常的見直し

●　学校栄養職員、学校事務職員に関する国の
　関与の見直し

○　公立博物館や公民館の設置及び運営に関す
　る基準の大綱化・弾力化

○　埋蔵文化財発掘調査の費用負担に関する調
　整の円滑化の検討

【必置規制的なものの全般的、経常的な検証と見直しに関連する具体的措置】

○　補助金等により整備された学校施設等の活
　用促進

○　教育用施設の一層の有効活用

【生涯学習、社会教育分野における国の関与の抜本的見直し等の観点からの具体的措置等】

○　国の役割の特化

○　法人化に伴う国立大学等と地方との連携

【総合行政の観点からの教育用施設の有効活用に関連する具体的措置】

具体的措置
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公共事業

意見における実施時期 実施状況

逐次実施中

平成14年度中に実施 措置済み

平成14年度中に着手 逐次実施中

平成14年度中に着手 逐次実施中

平成14年度中に着手 逐次実施中

逐次実施 逐次実施中

平成14年度中に着手 措置済み

平成14年度中に実施 措置済み

平成14年度中に実施 措置済み

平成14年度以降逐次実施 一部措置済み

逐次実施 検討中

逐次実施 検討中

平成15年度中に着手 検討中

継続的検討 一部措置済み

次期地方自治法改正の際に
併せて実施

措置済み

平成14年度中に検討、その
結果を踏まえて実施

措置済み

平成14年度中を目途に検
討、一定の結論

措置済み

平成16年度以降を目途に実
施

フォローアップ中・
検討中（都市計画）
フォローアップを実
施し検討中（農地転
用）

【個別の公共事業分野における課題への対応】

①　国土計画
○　全国総合開発計画の簡素合理化等国土計画
　体系の抜本的見直し

②　総合保養地域整備法
○　同意基本構想の廃止等制度の根本に立ち
　返った見直し

③　都市計画、農地等の土地利用制度
○　都市計画及び農地転用の制度改正の状況の
　速やかなフォローアップ等の実施

【社会資本の管理に係る国の関与の縮小】

○　特定重要港湾の入港料に関する関与の見直
　し

○　地方の有料道路料金に係る国の関与の見直
　し

○　地方自治法第２４４条の２に基づく公の施
　設の管理受託者の範囲の拡大

○　地方整備局における公共事業に係る施策運
　営の共同点検等のための機関の設置

●　直轄事業負担金を徴収する直轄事業の実施
　に係る地方公共団体との事前協議等

○　維持管理に係る直轄事業負担金の段階的縮
　減等

○　直轄事業負担金に係る事務費の在り方の見
　直し

○　統合補助金の拡充、総合補助金の実態調査
　の実施と運用関与の改善、補助金等適正化法
　との関わりの点検と検討

【事業主体としての国と地方の役割分担の明確化と直轄事業に係る国と地方の関係の明確化】

○　河川・道路の直轄管理区間の指定基準の法
　令化

○　地方公共団体と地方部局との定期的会議の
　開催

○　公共事業再評価システムにおける補助金返
　還ルールの明確化と周知徹底

○　複数省庁が所管する公共事業における調整
　システムの明確化

○　汚水処理に関する調整システムの明確化等

○　同一法に基づく事業の地方公共団体におけ
　る総合的な取組みの促進

具体的措置

【公共事業関係長期計画等の見直し】

○　公共事業関係長期計画等の見直し

【補助事業等における国と地方の関係の明確化】

5



意見における実施時期 実施状況

平成16年度以降を目途に実
施するフォローアップの結
果に応じて検討

フォローアップを実
施し検討中

平成14年度中に検討、一定
の結論

措置済み

平成14年度中に検討に着手 引き続き検討

平成16年度以降を目途に実
施するフォローアップの結
果に応じて検討

フォローアップ中・
検討中

平成14年度中に実施 措置済み

平成14年度中に実施 措置済み

平成14年度中に着手 措置済み

平成14年度中に着手する実
態調査結果を踏まえ検討

実態調査結果を踏ま
えて検討中

随時実施 逐次実施中

平成15年度以降逐次実施 措置済み

逐次実施 逐次実施中

平成17年度までに検討 措置予定

逐次実施 逐次実施中

平成14年度中に検討 措置済み

逐次検討 逐次実施中

平成14年度中に実施 措置済み

平成14年度以降実施 措置済み

逐次実施 逐次実施中

平成15年度以降逐次実施 逐次実施中
⑪　農業農村整備
○　農業農村整備における国の役割の重点化

⑨　下水道
○　下水道の費用負担の在り方や整備手法等の
　検討

○　下水道の維持管理の民間委託の促進方策の
　策定

○　下水道施設基準の制定

⑩　港湾
○　効率的・効果的な国際・国内海上輸送網の
　構築等の観点等のこれまでの方向を踏まえた
　取組み

○　道路関係の統合補助金の拡大の検討、地方
　道路整備臨時交付金の運用の実態把握と改善

⑦　住宅
○　都道府県住宅建設五箇年計画に係る国の関
　与や内容等の見直し

○　公営住宅等に係る補助制度の見直し

⑧　都市公園
○　都市公園の設置基準、公園施設の種類を含
　む都市公園の設置及び管理の在り方など都市
　公園制度の見直し

⑤　砂防及び地すべり防止事業
○　砂防指定地等の指定に係る実態調査

○　砂防指定地又は地すべり防止区域の指定権
　限の都道府県への移譲の検討

○　砂防、地すべり、治山等の対策に係る都道
　府県段階での総合的な取組みの促進

⑥　道路
○　地域の実情に応じた道路整備に資する道路
　の構造に係る見直し

○　河川整備基本方針の策定における都道府県
　の意見を適切に聴取、反映されるような仕組
　みの充実

④　河川
○　河川に係る地方公共団体からの意見等への
　対応状況の公表

○　特例市等への農地転用の権限移譲の在り方
　の検討

○　農地制度の見直し

○　人口要件の引下げ等による特例市等の拡大
　による開発許可権限の移譲

○　三大都市圏の既成市街地、近郊整備地帯に
　おける都道府県と市町村の都市計画制度に係
　る役割分担の在り方、権限移譲等の検討

具体的措置
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意見における実施時期 実施状況

平成15年度以降実施 逐次実施中

平成15年度以降実施 措置済み

逐次実施 逐次実施中

平成14年度中に中央環境審
議会で必要な検討を行い、
その結果に基づき措置

逐次実施中

平成14年度中に中央環境審
議会で必要な検討を行い、
その結果に基づき措置

逐次実施中

平成14年度中に中央環境審
議会で必要な検討を行い、
その結果に基づき措置

逐次実施中

平成14年度中に中央環境審
議会で必要な検討を行い、
その結果に基づき措置

逐次実施中

平成14年度以降実施 措置済み

逐次検討 逐次検討

逐次実施中

逐次実施中

逐次実施中

逐次実施中

逐次実施中

逐次実施中

逐次実施中

逐次実施中

逐次実施中

逐次実施中

逐次実施中

逐次実施中

⑧　農業農村整備

⑨　森林整備

⑩　水産基盤整備

⑪　廃棄物処理施設

④　公営住宅

⑤　下水道、農業集落排水

⑥　空港

⑦　港湾

ア　国庫補助負担事業の廃止・縮減等の改革の
　視点
イ　「改革と展望」の期間中の公共事業関係の
　国庫補助負担事業の廃止・縮減等の改革の方
　向

①　道路等

②　治山、治水

③　都市公園

ウ　各事業分野別の国庫補助負担事業縮減の方
　向

○　国の基本方針と都道府県の計画との整合性
　をとり、県域を超えた問題への対応を図るた
　めに必要な措置

⑭　地方三公社の在り方
○　地方住宅供給公社の在り方の検討

○　地方道路公社の在り方の検討

【「改革と展望」の期間中における国庫補助負担事業の廃止・縮減等の改革の在り方】

⑫　地域主体の森林管理の在り方
○　地方公共団体がより自主性を発揮できるよ
　うな民有林管理の検討

⑬　廃棄物対策
○　廃棄物処理に係る国の総合的な責任の明確
　化等

○　産業廃棄物最終処分場や広域的不法投棄対
　策に係る国の関与の強化

○　廃棄物をめぐる様々な問題に関係省庁で総
　合的に取り組む体制の整備等

○　農業農村整備に係る費用対効果分析の一層
　の高度化及び再評価、事後評価における費用
　対効果分析の実施

○　既存の生産基盤施設に係る改修事業の性格
　を踏まえた事業実施の在り方

具体的措置
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産業振興

意見における実施時期 実施状況

平成15年度以降逐次実施 逐次実施中

平成14年度中に検討、一定
の結論

一部措置済み

平成14年度中を目途に検
討、一定の結論

一部措置済み

平成14年度中に検討に着手 一部措置済み

平成14年度中を目途に検
討、一定の結論

一部措置済み

平成14年度以降逐次実施 逐次実施中

平成14年度以降逐次実施 逐次実施中

平成14年度中に検討、次期
通常国会に所要の法案を提
出

基本法は施行済み
対策は逐次実施中

逐次実施 逐次実施中

平成15年度以降逐次実施 逐次実施中

措置済み 措置済み

措置済み 措置済み

平成14年度中に検討に着手 措置済み

平成14年度中に検討に着手 検討中

○　小規模企業設備貸与制度における貸し倒れ
　のリスク等に対する、国と地方の適切な分担
　を踏まえた必要な措置

○　高圧ガス等の保安行政に係る権限移譲の検
　討

○　地方公共団体に対する中小企業関係補助事
　業の廃止・縮減等の見直し

○　小規模企業者等設備導入資金助成法に基づ
　く債権の取扱いの明確化とその周知

○　高度化融資に係る不良債権処理基準の整備
　等役割分担の明確化とその周知

○　農業委員定数等の組織の適正化等

○　食品安全基本法（仮称）の制定

【地域間の競争を促す国の中小企業政策等の在り方の観点からの具体的措置】

○　全国的規模・視点で行われることが必要な
　政策、競争条件の整備等に国の役割を重点化

●　林業普及指導事業の在り方の検討

●　水産業改良普及事業の在り方の検討

●　農業委員会系統組織の活動・組織の在り方
　の検討

○　農地面積の小さい農業委員会の広域連携や
　設置の見直しの推進

具体的措置

【時代の変化に沿った農林水産業振興政策の見直しの観点からの具体的措置】

○　農林水産関係国庫補助負担事業の廃止・縮
　減等の見直し

●　協同農業普及事業の在り方の検討
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治安その他

意見における実施時期 実施状況具体的措置

【警察制度についての具体的措置】

随時検討 随時検討○　政令定数制度等の在り方の検討

○　警察内部組織の基準の弾力化 平成14年度中を目途に政令 措置済み

○　新たな治安事象に対する国と地方の警察機

改正

平成14年度中に検討に着手 一部措置済み
　関の役割分担の検討

○　交通安全対策特別交付金制度の在り方の検 随時検討 措置済み
　討

【消防制度についての具体的措置】

平成14年度中に消防審議会 措置済み○　常備消防設置義務及び救急実施義務市町村

○　消防力の基準の見直し

　の政令指定制度の抜本的見直し で検討し結論、次期法改正
時に必要な措置

平成16年度中を目途に見直 措置済み

○　地方公共団体と国との防災情報の共有化等

し

　や広域的な消防組織間の連携等に必要な事項
　の在り方

平成14年途中に検討し、所
要の措置

措置済み

○　消防の広域再編の推進 逐次実施 逐次実施中

○　地域の市町村以外の行政主体が消防・救急
　の事務を担うことができる仕組みの導入等

平成14年度中に消防審議会
で検討、逐次実施

逐次実施中

○　緊急消防援助隊に対する国の役割分担の在
　り方

平成14年度中に消防審議会
で検討し、次期法改正時に
必要な措置

措置済み

○　市町村消防では実施困難な専門性、広域性
　を有する業務の在り方

平成14年度中に消防審議会
で検討し、次期法改正時に
必要な措置

一部措置済み

○　社会環境の変化等を踏まえた今後の消防団
　の在り方

平成14年度中に検討、逐次
実施

一部措置済み

○　救急救命士の処置範囲の拡大（気管挿管・
　薬剤投与など）に係る国における制度の検討

平成14年度中に検討し、所
要の措置

措置済み

【その他の分野についての具体的措置】

○　地方自治法上の法定局部数の廃止 次期地方自治法改正の際に
併せて実施

措置済み

○　ＣＡＴＶ許可権限の在り方の検討 逐次検討 措置済み（都道府県
の関与の確保等）
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